
号

外�
平

成
二
十
五
年

四

月

一

日

目

次

規

則

○
岐
阜
県
水
源
地
域
保
全
条
例
施
行
規
則

(

林

政

課)

一
ペ
ー
ジ

規

則

岐
阜
県
水
源
地
域
保
全
条
例
施
行
規
則
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

平
成
二
十
五
年
四
月
一
日

岐
阜
県
知
事

古

田

肇

岐
阜
県
規
則
第
六
十
一
号

岐
阜
県
水
源
地
域
保
全
条
例
施
行
規
則

(

趣
旨)

第
一
条

こ
の
規
則
は
、
岐
阜
県
水
源
地
域
保
全
条
例(

平
成
二
十
五
年
岐
阜
県
条
例
第
二
十
四
号
。

以
下｢

条
例｣

と
い
う
。)

の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
を
定
め
る
も
の
と
す
る
。

(

使
用
及
び
収
益
を
目
的
と
す
る
権
利)

第
二
条

条
例
第
二
条
第
二
項
及
び
第
十
五
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
使
用
及
び
収
益
を
目
的
と
す

る
権
利
は
、
地
役
権
、
使
用
貸
借
に
よ
る
権
利
及
び
賃
借
権
と
す
る
。

(

水
源
地
域
の
指
定
の
公
告)

第
三
条

条
例
第
十
三
条
第
四
項(

同
条
第
八
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。)

の
規
定
に
よ

る
公
告
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
岐
阜
県
公
報
に
掲
載
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

一

水
源
地
域
の
指
定
の
区
域
の
案

二

前
号
に
掲
げ
る
事
項
の
縦
覧
場
所

(
意
見
書)

第
四
条

条
例
第
十
三
条
第
五
項
の
意
見
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

住
所
及
び
氏
名(

法
人
に
あ
っ
て
は
、
主
た
る
事
務
所
の
所
在
地
、
名
称
及
び
代
表
者
の
氏
名)

二

指
定
を
し
よ
う
と
す
る
区
域
内
の
土
地
の
所
有
権
等
又
は
利
害
関
係
を
有
す
る
こ
と
を
明
ら
か

に
す
る
事
項

( ) 平成25年４月１日 岐 阜 県 公 報 号 外 �１

○

○

岐

阜

県

公

報

号

外

毎
週

(

火
曜
日

金
曜
日)

発
行

(

休
日
に
当
た
る

と
き
は
翌
日)

平
成
二
十
五
年
四
月
一
日



三

指
定
の
区
域
の
案
に
つ
い
て
の
意
見

(
届
出
を
要
す
る
土
地
売
買
等
の
契
約)

第
五
条

条
例
第
十
五
条
第
一
項
の
規
則
で
定
め
る
契
約
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

売
買

二

贈
与

三

交
換

四

地
上
権
を
設
定
し
、
又
は
移
転
す
る
契
約

五

地
役
権
を
設
定
す
る
契
約

六

使
用
貸
借
に
よ
る
権
利
を
設
定
し
、
又
は
移
転
す
る
契
約

七

賃
借
権
を
設
定
し
、
又
は
移
転
す
る
契
約

(

土
地
の
所
有
権
等
の
移
転
等
の
届
出)

第
六
条

条
例
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
第
一
号
様
式
に
よ
る
土
地
の
所
有
権

等
の
移
転
等
の
届
出
書
に
よ
っ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

前
項
の
届
出
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
の
位
置
を
示
す
図
面

二

土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
の
登
記
事
項
証
明
書
そ
の
他
当
該
土
地
に
つ
い
て
所
有
権
等

を
有
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
の
写
し

３

条
例
第
十
五
条
第
一
項
第
六
号
の
規
則
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一

土
地
売
買
等
の
契
約
に
係
る
土
地
の
地
目
及
び
現
況

二

契
約
当
事
者
の
業
種

４

条
例
第
十
五
条
第
二
項
第
一
号
の
規
則
で
定
め
る
法
人
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

分
収
林
特
別
措
置
法(

昭
和
三
十
三
年
法
律
第
五
十
七
号)

第
九
条
第
二
号
の
森
林
整
備
法
人

二

独
立
行
政
法
人

三

国
立
大
学
法
人

四

地
方
独
立
行
政
法
人

五

土
地
開
発
公
社

５

条
例
第
十
五
条
第
二
項
第
三
号
の
規
則
で
定
め
る
事
業
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

電
気
事
業
法(

昭
和
三
十
九
年
法
律
第
百
七
十
号)

第
二
条
第
一
項
第
十
号
に
規
定
す
る
電
気

事
業
者(

特
定
規
模
電
気
事
業
者
を
除
く
。)

が
行
う
送
電
線
路
設
置
事
業(

鉄
塔
、
管
渠き
ょ

並
び

に
開
閉
所
及
び
こ
れ
に
類
す
る
電
気
工
作
物
の
設
置
を
除
く
。)

及
び
配
電
線
路
設
置
事
業(

架

空
電
線
、
こ
れ
を
支
持
す
る
柱(

以
下
こ
の
号
に
お
い
て｢

電
柱｣

と
い
う
。)

、
電
柱
の
支
線
若

し
く
は
支
柱
又
は
こ
れ
ら
の
附
帯
設
備
の
設
置
に
限
る
。)

二

電
気
通
信
事
業
法(

昭
和
五
十
九
年
法
律
第
八
十
六
号)

第
百
十
七
条
第
一
項
の
認
定
を
受
け

た
者
が
行
う
電
気
通
信
設
備
設
置
事
業(

電
気
通
信
を
行
う
た
め
の
架
空
線
路
、
こ
れ
を
支
持
す

る
柱(

以
下
こ
の
号
に
お
い
て｢

電
話
柱｣

と
い
う
。)

、
電
話
柱
の
支
線
若
し
く
は
支
柱
又
は
こ

れ
ら
の
附
帯
設
備
の
設
置
に
限
る
。)

(

変
更
の
届
出)

第
七
条

条
例
第
十
七
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
別
記
第
二
号
様
式
に
よ
る
変

更
届
出
書
に
よ
っ
て
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

(

身
分
証
明
書)

第
八
条

条
例
第
十
八
条
第
三
項
の
身
分
を
示
す
証
明
書
は
、
別
記
第
三
号
様
式
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

(

会
長)

第
九
条

条
例
第
二
十
一
条
に
規
定
す
る
岐
阜
県
水
源
地
域
保
全
審
議
会(

以
下｢

審
議
会｣

と
い
う
。)

に
会
長
を
置
き
、
委
員
の
う
ち
か
ら
互
選
す
る
。

２

会
長
は
、
会
務
を
総
理
し
、
審
議
会
を
代
表
す
る
。

３

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
、
又
は
会
長
が
欠
け
た
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
会
長
の
指
名
す
る
委
員

が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

(

会
議)

第
十
条

審
議
会
の
会
議
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。

２

審
議
会
の
会
議
は
、
委
員
の
過
半
数
が
出
席
し
な
け
れ
ば
、
開
く
こ
と
が
で
き
な
い
。

３

審
議
会
の
議
事
は
、
出
席
委
員
の
過
半
数
を
も
っ
て
決
し
、
可
否
同
数
の
と
き
は
、
会
長
の
決
す

る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

(

専
門
調
査
員)

第
十
一
条

審
議
会
に
、
専
門
の
事
項
を
調
査
さ
せ
る
た
め
必
要
と
認
め
る
と
き
は
、
専
門
調
査
員
を

置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

専
門
調
査
員
は
、
学
識
経
験
を
有
す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
知
事
が
委
嘱
す
る
。

３

専
門
調
査
員
は
、
当
該
専
門
の
事
項
に
つ
い
て
、
審
議
会
の
会
議
に
出
席
し
、
意
見
を
述
べ
る
こ

と
が
で
き
る
。

４

専
門
調
査
員
は
、
当
該
専
門
の
事
項
に
関
す
る
調
査
が
終
了
し
た
と
き
は
、
解
任
さ
れ
る
も
の
と

す
る
。

(

審
議
会
の
庶
務
等)

第
十
二
条

審
議
会
の
庶
務
は
、
林
政
部
林
政
課
に
お
い
て
処
理
す
る
。

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成25年４月１日 ( )２



第
十
三
条

第
九
条
か
ら
前
条
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
議
会
の
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、

会
長
が
審
議
会
に
諮
っ
て
定
め
る
。

(

委
任)

第
十
四
条

こ
の
規
則
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
こ
の
規
則
の
施
行
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
知
事
が

別
に
定
め
る
。

附

則

こ
の
規
則
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
五
条
か
ら
第
八
条
ま
で
の
規
定
は
、
平
成

二
十
五
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

( ) 平成25年４月１日 岐 阜 県 公 報 号 外 �３
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別記第２号様式 (第７条関係)

変更届出書
年 月 日

岐阜県知事 様
届出者 住所

氏名 �
法人にあっては､ 主たる事務所の
所在地､ 名称及び代表者の氏名
電話番号

土地の所有権等の移転等の届出書に記載の事項について変更したので､ 岐阜県水源地域保全条例第17条第１
項 (第２項) の規定により､ 次のとおり届け出ます｡
１ 変更事項
□契約当事者に関する事項

変更項目 変更前 変更後

□所有権等の移転
又は設定を受け
ようとする者

□住所

□氏名

□業種

□契約に係る権利の種別
及び内容

□契約締結予定年月日

□土地に関する事項

変
更
前

登記上の土地の所在 登記地目 登記面積

合 計 筆 登記面積 ㎡

変
更
後

登記上の土地の所在 登記地目 登記面積

合 計 筆 面積 ㎡

所有権等の移転又は設定の
後における土地の利用目的

変更前 変更後

２ 変更年月日
３ 添付書類� 土地売買等の契約に係る土地の位置を示す図面� 土地売買等の契約に係る土地の登記事項証明書その他当該土地について所有権等を有することを証する
書面の写し

注 １ 該当する□にレ点を記入すること｡
２ ｢氏名｣ 及び ｢住所｣ の欄は､ 法人にあっては､ その名称､ 代表者の氏名及び主たる事務所の所在地
を記載すること｡
３ ｢登記上の土地の所在｣ の欄は､ 届出に係る土地について市町村名から記入すること｡ 届出に係る土
地が３筆を超えるときは､ ｢外○筆 (別紙記載)｣ として記載の上､ 別紙を添付すること｡
４ 添付書類については､ 土地の所有権等の移転等の届出書に添付された内容から変更がないものは､ 改
めて添付する必要はありません｡

( ) 平成25年４月１日 岐 阜 県 公 報 号 外 �５
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別記第３号様式 (第８条関係)

(表 面)

岐阜県水源地域保全条例第18条

第３項の規定による身分証明書

所属・職名

氏 名

有効期限

写 真

上記の者は､ 岐阜県水源地域保全条例第18条第２項の規定による立入調査をする職員であるこ

とを証明する｡

岐阜県知事 印□

(裏 面)

岐阜県水源地域保全条例 (抜粋)

(報告の徴収等)

第18条 知事は､ この条例の施行に必要な限度において､ 土地所有者等に対し､ 必要な報告

又は資料の提出を求めることができる｡

２ 知事は､ この条例の施行に必要な限度において､ その職員に､ 水源地域内の土地に立ち

入り､ 当該土地の利用が水源地域の機能の維持に及ぼす影響を調査させ､ 又は関係者に質

問させることができる｡

３ 前項の規定により立入調査等をする職員は､ その身分を示す証明書を携帯し､ 請求があっ

たときは､ 関係者に提示しなければならない｡

４ 第２項の規定による立入調査等の権限は､ 犯罪捜査のために認められたものと解釈して

はならない｡

号 外 � 岐 阜 県 公 報 平成25年４月１日 ( )６
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